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質問事項 記述式回答

賃金の上昇及び設備投資の促進に
必要な取組について

�政治の不安定、また、働き方改革への投資を考えると、すぐに賃金への反映ができない企業が多いのではないで
しょうか。また、労働時間を削減しながら成長させる、本来あるべき労働環境へのシフトをするための抜本改革を
余儀なくされる大企業は多いはずで、従業員への環境改善など別の形で改善されることを期待します。�一方で政
府は労働時間短縮だけにとらわれず、従業員満足度にも注目し、新しい政策を進めることが、真の経済発展につ
ながると考えます。��

1

好調な企業収益や雇
用環境の改善に比べ、
賃金の上昇が緩やかと
なっている要因、また、
今後、賃金がさらに上
昇していくために、政府
はどのような取組を行
うべきか、お考えをご
教示ください。

２

好調な企業収益に比
べ設備投資に力強さが
欠けている要因、ま
た、今後、設備投資（機
械設備、構築物、研究
開発等）を一層促すた
めに、政府はどのよう
な取組を行うべきか、
お考えをご教示くださ
い。

�そろそろ設備投資以外の指標も見て、企業の成長や収益性を図ることを検討してはどうでしょうか。あるいは、設
備投資の定義の見直しが必要なのかもしれません。政府は、成長力のある企業が海外でどのような予算配分で
経営されているかを調査し、早いスピードで視点を多様化していくことが求められていると思います。��


